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はじめに 

 

急速な少子化が進行する中、国は、平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法

（以下、「次世代育成支援法」という。）」を制定し、国、地方公共団体、事業主など

社会全体が一体となって、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ育つ環境の整備

に取り組むことを明確に位置付けました。 

また、少子高齢化により、将来の労働力不足が懸念される状況において、国は豊か

で活力ある社会の実現に向けて女性の個性と能力を活用する意義は大きいとして、平

成２７年８月に、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下、女性活

躍推進法という。」を制定しました。 

本市では、まず、次世代育成支援法の制定を受け、職員の子育て支援の充実を図る

ため、平成１７年度から平成２１年度までを計画期間とする第１期計画、平成２２年

度から平成２６年度までを計画期間とする第２期計画、そして、平成２７年度から令

和元年度までを第３期計画期間とする「次世代育成支援特定事業主行動計画」を策定

し、５年毎に社会情勢や諸制度の改正などを踏まえた見直しを行ってきたところです。

さらに、女性活躍推進法の制定に伴い、女性職員の活躍推進に向けた人材育成や職場

環境の形成に積極的に取り組むため、平成２８年度から令和２年度までを第１期計画

期間とする「朝霞市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」を

策定しました。 

両計画については、性別によらず、持てる能力を最大限に発揮できる職場環境づく

りを組織全体で進めていく計画であり、取組内容としては共通する項目が多いことか

ら、「次世代育成支援特定事業主行動計画」の第３期計画期間の満了に伴い、「朝霞

市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」と統合し、新たに朝

霞市特定事業主行動計画を策定したものです。 

本計画の推進により、仕事と子育てを両立できる職場環境の整備が促進されるとと

もに、職員の仕事に対する意欲の向上及び組織の活性化により市民サービスのより一

層の向上にも資することとなるものと期待しています。 
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第１　計画策定の背景と目的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　 
【背景及び目的】 

　　本市ではこれまで、職員の子どもたちの健やかな育成を図るという、一事業主

としての役割を果たすため、仕事と家庭生活の両立を目指して、休暇制度の周知

や拡充などの支援を行ってきましたが、職員が仕事と家庭生活の両立を図るため

には、更に方策を講じる必要があります。 

また、女性がその力を十分に発揮できる組織づくりについても、女性活躍推進

法に基づき、職場環境の充実を併せて推進する必要があります。 

このことから、本市の現状及び課題分析を踏まえて、子育てしやすい職場環境

づくりを中心とした各種施策に取り組むとともに、職員のワーク・ライフ・バラ

ンスを積極的に推進し、男女がともに活躍する組織の実現を目指します。 

 

【計画の構成】 

　　本計画は、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境を整備

するという「次世代支援」と、女性職員が仕事と家庭を両立するために必要な環

境を整備するという「女性活躍推進」の視点から構成されます。 

 

 

第２　計画期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
　　　令和２年４月１日から令和８年３月３１日まで　【６年間】 

　　　※女性活躍推進の計画期間は平成２８年４月から令和８年３月まで 

 

 

 

 

 

  

「次世代支援及び女性活躍推進の視点」 

（１）職員の仕事と生活の調和の推進という視点 

（２）職員の仕事と子育ての両立の推進という視点 

（３）男女を通じた働き方改革への取組の推進という視点 

（４）職員の採用や昇任などの課題に応じた取組の推進という視点 

（５）ハラスメントへの対策等の視点 

（６）機関全体で取り組むという視点 

（７）取組の効果という視点 

（８）社会全体による支援の視点 

（９）地域における子育ての支援の観点 



2 

第３　計画の推進体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１　対象　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

本計画は、全職員（会計年度任用職員を含みます。）を対象とします。 

なお、計画における取組の主体として、人事管理部門、所属長、管理職員、職

員に区分します。 

※　県費負担教職員の勤務時間、休暇制度などの勤務条件については、埼玉県の条例、規

則等が適用されるため、一部の取組項目は適用されません。 

　 

２　職員への周知及び管理職員による率先した取組　　　　　　　　　　　　　　 

 

本計画に掲げる各取組を、組織全体の共通認識とするため、職員への周知を徹

底します。 

また、管理職員は、職員が仕事と子育てを両立するための支援や、女性職員が

活躍できる職場環境の整備について、その重要性を再認識した上で、率先して計

画の遂行に努めるものとします。 

　　 

３　職員からの相談及び職員への情報提供窓口 　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　本計画に関する職員からの相談及び職員への情報提供を行う窓口を人事管理

部門に設置し、相談・情報提供を適切に実施するための担当者の配置を行います。 

 

４　実施状況等の公表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

本計画における取組の実施状況とともに、目標の達成状況をホームページにお

いて毎年公表するとともに、職員への周知を図ります。 
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第４　行動計画に関する状況把握、課題分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１　状況把握の方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　 

　　　次世代育成支援及び女性活躍推進に係る課題を明らかにするため、国が定めた

策定指針（注 1）を参考に、それぞれに共通する、以下の５項目に関して状況把

握を行いました。 

　　 

　【状況把握項目】 

　　（１）男女別の育児休業取得率及び平均取得日数 

　　（２）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率 

及び平均取得日数 

　　（３）管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

　（４）各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

　　（５）職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間 

 

２　状況把握の結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　状況把握項目（１） 

Ø子育て応援マニュアルによる周知や階層別研修などの機会を通じて取得を促し

た効果もあり、男性職員の育児休業取得率は、目標数値の１３％に対して、３

５．７％となっています。 

状況把握項目（２） 

Ø男性職員の配偶者出産休暇の取得率については、年々増加傾向にあり、平成３

０年の取得率は、目標数値（８０％）を上回る９３．３％となりました。その

一方、育児参加のための休暇については、平成２６年の取得率（４３．８％）

と比較すると平成３０年は６６．７％と増加傾向にあるものの、年によって増

減変化の差が大きくなっています。 

状況把握項目（３）及び（４） 

Ø職員全体に占める女性職員の割合（４２．１％）から判断すると、課長級以上

の職員に占める割合（１０．８％）と係長級以上の職員に占める割合（２２．

１％）が低く、目標数値に達していない状況にあります。 

　状況把握項目（５） 

Ø働き方改革により時間外勤務の縮減が求められていますが、福祉部門に年間の

時間外勤務時間数の上限（３６０時間）を超える職員が見受けられました。 

　　　 

 

（注 1）策定指針…「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく 

特定事業主行動計画を策定する際の指針のこと 
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３　職員インタビュー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　本計画の策定に当たっては、当事者である子育て中の職員や女性職員の意見を

反映させるため、階層別、職種別に職員（管理監督者８名、主任級以下８名）に

対してインタビューを行いました。 

 

　【主な意見】 

＜育児休業等を取得した職員の代替要員の確保＞ 

Ø　育児休業中の代替職員として、フルタイムの職員が配置されれば、安 

心して育児休業を取得できる。 

＜育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援＞ 

Ø　女性職員が育児休業を長期間取得することで、男性職員と経験の差が 

生じることに不安を感じる。 

＜子どもの看護を行うための特別休暇の拡充＞ 

Ø　子の看護休暇の取得期間が延長されれば、仕事と子育ての両立の負担 

が軽減される。 

＜女性職員のキャリアデザインに関する意識の醸成＞ 

Ø　公用車の運転、作業服が貸与される業務、夜間の選挙開票事務など、 

男性職員に割り当てられる業務がある。 

Ø　家庭生活と管理監督者としての役割（業務負担）を両立する自信がな 

いため、昇任試験に対し消極的になってしまう。 

＜事務の簡素合理化の推進＞ 

Ø　時間外勤務の縮減を図るため、ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オー

トメーション）などの導入について、対象となる業務を含め、具体的に

検討してほしい。 

 

４　課題の分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　状況把握と職員インタビューの結果から、次の項目に課題があると分析しまし

た。 

（１）女性職員の活躍を推進する取組が必要 

女性職員の活躍を推進するためには、女性管理監督者のキャリア形成支援

が課題と位置付けました。また、仕事と子育ての両立に向け、育児休業を取

得した際の代替職員の確保や子の看護休暇の拡充などが求められています。 

　　　（２）時間外勤務の縮減に関する取組が必要 

時間外勤務を縮減するためには、業務の効率化が期待できるＲＰＡなどの

手法について導入を検討するとともに、過重労働の状況を適時適切に把握す

るためには、勤怠管理に関するシステムの導入が求められています。 
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第５　計画の内容（具体的な取組内容）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　仕事と子育ての両立の支援及び女性活躍の推進に関する職場環境づくりにつ

いて、次に掲げる取組を推進し、目標達成に努めます。 

　　 

　　※　新たな取組項目については、【新規】と表示しています。 

 
Ⅰ　子育てのための職場環境づくりに関する取組　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１　妊娠中及び出産後における配慮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　 

２　男性の子育てのための休暇等の取得促進　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 取組内容 実施主体

 

①

　母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている

特別休暇等の制度の周知を図るため、研修や会議の場に

おいてハンドブックを配布するなど妊娠中及び出産後の

職員に対する職場の理解を深めます。

人事管理部門

 

②

妊娠中の職員等の健康や安全に配慮するため、本人か

ら請求があった場合には、業務の軽減や時間外勤務を命

じないこと、また、深夜勤務（午後１０時から翌日午前

５時までの勤務）や時間外勤務（１月当たり２４時間及

び年間１５０時間以内）の制限について配慮します。

所属長

 

③

妊娠中の職員等が、妊娠又は出産に関する健康診査や

保健指導を受けること、また、医師等から指導があった

場合における通勤緩和について配慮します。

所属長

 取組内容 実施主体

 

①
　出産後の配偶者を支援するため、父親となった男性職

員の特別休暇の取得について周知します。
人事管理部門

 

②

　男性職員が特別休暇等を取得できるよう職場内の応援

体制づくりを行うなど、子育て期間中の職員の勤務環境に

配慮します。また、特別休暇と年次休暇を組み合わせた

休暇の取得についても促進を図ります。

所属長

 

③

特別休暇等について記載したハンドブックを職員に配

布し、各種制度の周知を図るとともに、男性職員の制度

の利用について促進を図ります。

人事管理部門
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　３　育児休業等を取得しやすい環境の整備等　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

（１）男性の育児休業等の取得促進 

 

　（２）育児休業等の制度の周知 

 

（３）育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成 

 

 

 

 取組内容 実施主体

 

①

　男性も育児休業、部分休業又は育児短時間勤務（以下

「育児休業等」という。）を取得できることについて、ハ

ンドブックの周知により取得促進を図るとともに、階層

別研修（新規採用職員研修、初級研修及び上級研修）な

どの機会を通じてその取得について促していきます。

人事管理部門

 

②

育児休業等を取得した男性職員の体験談や男性職員の

取得例をハンドブックにおいて提示し、職場における理

解や男性職員の育児休業等の取得意欲を高めます。

人事管理部門

 取組内容 実施主体

 

①

　育児休業等の取得手続や経済的な支援等について記載

したハンドブックをイントラネットの掲示板に掲示し、

周知を図ります。

人事管理部門

 
②

妊娠した職員を把握し、個別に育児休業等の制度・手

続について説明を行います。
人事管理部門

 

③

階層別研修（新規採用職員研修、初級研修及び上級研

修）において、育児休業等の制度・手続の説明を行いま

す。

人事管理部門

 取組内容 実施主体

 

①

　育児休業等の取得の申出があった場合、職場において

業務分担の見直しを行うとともに、スムーズな引継ぎを

行うなどして業務に支障が出ないようにします。

所属長

 

②

管理職員を対象とした研修や会議の場において、育児

休業等の制度の説明を行い、その取得について理解を深

め、意識の向上を図るとともに、特に男性職員が育児休

業等を取得しやすくなる職場の雰囲気づくりを進めま

す。

人事管理部門 

管理職員
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（４）育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

 

（５）育児休業等を取得した職員の代替要員の確保 

 

（６）その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 取組内容 実施主体

 

①

　育児休業中の職員と職場の状況や子育ての状況などに

ついて電話やメール等により定期的に連絡を取り合い、ま

た、業務に関する必要な情報提供を行うなど職員が円滑

に職場復帰できるように努めます。

管理職員 

職員

 

②

　育児休業を取得している職員に対し、円滑な職場復帰

を支援するため、自己啓発として取り組む通信教育等に

係る費用の一部を補助します。

人事管理部門

 

③
　育児休業からの復帰時には、ＯＪＴ（職場内研修）を

行うなど職場復帰を支援します。

管理職員 

職員

 取組内容 実施主体

 

①

　職員が産前産後休暇や育児休業、育児短時間勤務を取

得した場合で、所属内の業務分担の見直し等によっても

当該職員の業務を処理することが難しいときは、適切な

代替要員の確保を図ります。

人事管理部門 

所属長

 

②

　育児休業の取得に係る代替職員として、フルタイム会

計年度任用職員を任用することで、上司や同僚職員の負

担を軽減し、育児休業を取得しやすい環境の整備を図り

ます。【新規】

人事管理部門 

所属長

 取組内容 実施主体

 

①

　変則勤務や時差出勤を行っている職場においては、保

育園送迎等を行う職員に配慮するとともに、職員から早

出・遅出勤務の請求があったときは勤務時間の割振りに

配慮します。

所属長
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４　時間外勤務の縮減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

（１）意識啓発・ノー残業デーの徹底等 

 

（２）事務の簡素合理化の推進 

 

 

 

 

 

 取組内容 実施主体

 

①

毎年１０月１日からの１週間を「定時退庁推進週間」

と位置付け、時間外勤務の縮減が推進されるよう意識付

けを行います。

人事管理部門

 

②

職員の健康管理のために設けられている毎週水曜日の

「ノー残業デー」の周知を徹底し、引き続きパソコンヘ

のポップアップ表示による注意喚起を図ります。 

また、所属長及び管理職員は、「ノー残業デー」におけ

る定時退庁を率先して行います。

人事管理部門 

所属長 

管理職員

 

③

毎週金曜日の「ノー残業推奨デー」の推進について周

知を行うとともに、業務配分の見直しなど職場ごとの工

夫により定時退庁を推進します。

人事管理部門 

所属長

 取組内容 実施主体

 

①

　業務を計画的に行い、効率的な事務の執行を図るよう

にします。 

　また、職員の時間外勤務の状況により業務配分の見直

し等を行い、業務量の平準化を図るようにします。 

なお、所定の勤務時間外に業務が発生することがあら

かじめ分かっている場合には、時差勤務制度などを活用

して効率的な事務の執行を行います。

所属長

 

②

　新規事業を実施する場合には、目的、効果、必要性等

について十分検討した上で実施し、併せて既存事業との

関係を整理し、代替的に廃止できるものは廃止していき

ます。

管理職員 

職員

 

③

定例的・恒常的業務については事務処理のマニュアル

化を行い、効率的な事務執行を図ります。また、業務時

間の短縮が期待される、ＲＰＡ（ロボティック・プロセ

ス・オートメーション）などの活用について検討を進め

ます。【新規】

所属長 

職員
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（３）時間外勤務の縮減のための取組 

 

（４）健康面への配慮等 

 

５　休暇の取得の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

（１）年次休暇等の取得の促進 

 取組内容 実施主体

 

①

　職員の出退勤など就業状況を把握することが可能な勤

怠管理システムを導入することで、所属長と人事管理部

門が職員の時間外勤務の情報共有を図ります。【新規】

人事管理部門 

所属長

 

②

時間外勤務時間数が一定の基準を超えた部署の所属長

に対して、過重労働に係るヒアリングを実施し、時間外

勤務の縮減や業務の平準化を推進します。 

※ヒアリングの対象は下記の職員が在籍する所属長 

　・前年度の時間外勤務時間数が３６０時間を超えた職 

　　員 

　・当該年度の時間外勤務時間数が月４５時間を超えた

職員

人事管理部門 

所属長

 　 取組内容 実施主体

 

①

　時間外勤務が恒常的に多い職員に対して、産業医によ

る保健指導を実施するなど過重労働による健康被害を発

生させないよう健康面への配慮を充実させます。

人事管理部門

 

②

子どもの養育に必要なため、小学校就学前の子どもの

いる職員から請求があった場合には、深夜勤務や時間外

勤務の制限について配慮します。

所属長

 　 取組内容 実施主体

 

①

　１０日以上の年次休暇が付与される職員に対し、年５

日以上の休暇の取得が義務化されたことを踏まえ、計画

的な年次休暇の取得促進について周知を図ります。

人事管理部門 

所属長

 

②
　所属ごとの業務計画に沿い、四半期を目安に休暇取得

予定表を作成し、計画的な年次休暇の取得を促進します。

所属長 

職員

 

③

職員が気兼ねなく年次休暇を取得できるよう、仕事の

協力体制を作り、助け合う職場風土を醸成します。 

また、管理職員は率先して休暇を取得し、職員が休暇

を取得しやすい雰囲気を作ります。

管理職員 

職員
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（２）連続休暇等の取得の促進 

 

（３）子どもの看護を行うための特別休暇の取得の促進 

 

６　職員のライフイベントに応じた配慮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　 

 

 

 

 

④

地域活動や学校行事への参加、家族の記念日、家族と

のふれあいのための年次休暇の取得について促進を図り

ます。

人事管理部門 

所属長

 　 取組内容 実施主体

 

①

　国民の祝日やゴールデン・ウィーク、夏季休暇と合わ

せた年次休暇の連続取得の促進を図ります。 

　また、連続休暇の取得促進のため、ゴールデン・ウィ

ークやお盆期間における公式会議の自粛を行います。

人事管理部門 

所属長

 

②
　年に１回は連続して休暇を取得するフリーバカンス休

暇を活用し、年次休暇の取得の促進を図ります。

人事管理部門 

所属長

 
③

　勤続１０年以上から５年ごとに１回取得することがで

きるリフレッシュ休暇の取得促進を図ります。

人事管理部門 

所属長

 　 取組内容 実施主体

 

①

　「子の看護休暇」等の特別休暇制度が円滑に取得でき

るよう、日頃から業務内容や進捗状況等の情報を職場内

で共有するなど休暇を取得しやすい雰囲気を作ります。

人事管理部門 

所属長 

職員

 

②

　仕事と子育ての両立を支援するため、「子の看護休暇」

の取得要件の拡充（対象年齢・取得日数）について検討

します。【新規】

人事管理部門

 　 取組内容 実施主体

 

①

　出産・育児、介護等のライフイベント期間は、時間の

制約を受けたり突発的に休暇を取得したりすることも多

いことから、仕事と家庭生活の両立への支援を必要とす

る職員に対して、配置部署や業務分担にできる限り配慮

します。

人事管理部門 

所属長 

管理職員
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７　その他の取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　（１）人事考課への反映 

 

８　会計年度任用職員に係る取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　　 取組内容 実施主体

 

①

　ワーク・ライフ・バランス推進のため効率的な業務運

営や良好な職場環境づくりに向けてとられた行動につい

ては、人事考課制度において適切に考課を行っていきま

す。

人事管理部門 

管理職員

 　　　 取組内容 実施主体

 

①

　会計年度任用職員についても仕事と子育ての両立を支

援する職場環境づくりを目指すため、次のとおり取組を

推進します。 

＜休暇＞ 

・妊娠、出産、子育て期間中の各種制度について周知を

図ります。 

・ゴールデン・ウィーク期間や夏季期間における連続休

暇、家族の記念日や子どもの学校行事等のための年次

休暇の取得を促進します。 

・子どもの突発的な病気やけがの際には「子の看護休暇」

や年次休暇を取得しやすい職場環境づくりを推進しま

す。 

＜育児休業＞ 

会計年度任用職員が任用期間を限度として子どもが原

則として１歳になるまでの間、育児休業の取得促進を図

ります。

人事管理部門 

所属長
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Ⅱ　その他の次世代育成支援に関する取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１　施設等のバリアフリー化の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

２　安全で安心して子どもを育てられる地域環境の整備　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　 取組内容 実施主体

 

①

妊娠中の方や乳幼児を連れた方が安心して利用できる

トイレや座ったままで対応できる低いカウンター、ベビ

ーベッド、授乳室等の設置を引き続き進めます。また、

通路の広さや施設内の段差の有無などを点検し、妊娠中の

方やベビーカーを利用する方など誰もが利用しやすい環

境の整備に努めます。

所属長 

職員

 

②

子どもを連れた人が気兼ねすることなく気持ちよく用

事を済ませることができるよう親切な応接対応に努めま

す。

職員

 　 取組内容 実施主体

 

①

　地域における子どもの健全育成活動や学習会等の行

事、子育て支援を行う団体の活動への職員の積極的な参

加を奨励します。

人事管理部門

 

②

子どもを安全な環境で安心して育てることができるよ

う、地域の自主的な防犯活動や非行防止活動等への職員

の積極的な参加を奨励します。

人事管理部門



13 

Ⅲ　女性職員のキャリアアップを促進する取組　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１　女性職員のキャリアデザインに関する意識の醸成　　　　　　　　　　　　　 

 

 

２　女性職員の職域拡大・キャリア形成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　 取組内容 実施主体

 

①

　職員が自らのキャリアについて考える機会を設けるた

め、階層別研修の科目に、比較的職位の近い先輩女性職

員による講話を位置付けます。

人事管理部門

 

②

　女性職員が自らのキャリア形成の意欲を高めることを

目的として、彩の国さいたま人づくり広域連合が主催す

る女性職員のキャリアデザインに関する研修に職員を派

遣します。

人事管理部門

 

③

　職員が早期にキャリアデザインの重要性を認識し、体

系的に将来のビジョンを描けるよう、外部講師によるキ

ャリアデザイン研修を、初級研修（主に在職２年目）に

位置付けます。

人事管理部門

 　 取組内容 実施主体

 

①

　女性職員の能力をより一層活用するため、これまで女

性職員が配属されていない部門への配置を進めるなど、

様々な部署に人事配置を行います。

人事管理部門

 

②

　各所属における業務分担において、女性職員が様々な

業務を経験できるよう配慮することで、キャリア形成を

促進します。

所属長 

管理職員

 

③

　女性管理職員のキャリア形成を支援するため、管理監

督者に求められるリーダシップのあり方などに関する研

修へ、職員を派遣します。【新規】

人事管理部門
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３　女性職員の登用拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

Ⅳ　働き方に対する職員の意識向上に関する取組　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１　ハラスメント防止対策の強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 　 取組内容 実施主体

 

①

　適材適所の人事配置を基本としながら、意欲や能力の

ある女性職員を積極的に登用し、施策・方針決定の場へ

の参画を促します。

人事管理部門

 

②

　女性職員のキャリア形成を支援することや年齢・職位

に応じ管理監督者（係長級以上）としての将来像を示す

ことなど、上司が積極的にフォローすることにより、昇

任試験を受けやすい環境の整備に努めます。

所属長 

管理職員

 　 取組内容 実施主体

 

①

男女がともに安心して職務に専念できるよう、「職員の

ハラスメントの防止等に関する要綱」に基づき、セクハ

ラやパワハラ等のハラスメントの防止や排除のための措

置を講ずるとともに、ハラスメントに起因する問題が生

じた場合には適切に対応します。

人事管理部門

 

②

　仕事上の誤解や行き違いが起こらないよう、コミュニ

ケーションを大切にするとともに、職員の言動の中に、

ハラスメントに該当するものがあった場合には注意する

など、日常の勤務を通じた指導等により、ハラスメント

の未然防止に努めます。【新規】

所属長 

管理職員

 

③

　職場内のコミュニケーションを活発に行い、お互いが

気軽に相談できる職場の雰囲気を作るとともに、相手の

立場や気持ちを考えた発言や行動を心掛けます。【新規】

職員



15 

第６　計画の目標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１　育児休業等の取得率に関する目標数値　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

育児休業等の取得促進に向けた取組を通じ、令和７年度までの育児休業、部分

休業又は育児短時間勤務の取得率の達成目標を男性５０％、女性１００％としま

す。 

（参考：平成３０年度　育児休業取得率　男性３５．７％　女性１００％） 

 

２　時間外勤務縮減に関する目標数値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

時間外勤務縮減に向けた取組を通じ、各職員の時間外勤務の時間数を以下のと

おりとします。 

　１か月につき４５時間、１年につき３６０時間 

（参考：法定労働時間の上限） 

 

３　年次休暇の取得日数に関する目標数値　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

年次休暇の取得促進に向けた取組を通じ、令和７年には職員１人当たりの年次

休暇の取得日数を対平成３０年比で２０％増加させ、１６．１日とします。 

（参考：平成３０年　職員１人当たりの年次休暇取得日数　１３．４日） 

 

４　管理監督者に占める女性職員の割合に関する目標数値　　　　　　　　　　　 

 

　　　女性職員のキャリアアップを促進する取組を通じ、令和７年度までに、管理監

督者（係長級以上）に占める女性職員の割合を２５％以上とします。 

　　※課長級以上の職員に占める女性職員の割合を１５％以上とします。 

（参考：平成３１年４月１日現在 

管理監督者（係長級以上）に占める女性職員の割合　２２．１％ 

課長級以上の職員に占める女性職員の割合　　　　　１０．８％） 

 

５　男性職員の配偶者の出産休暇及び育児参加休暇の取得率に関する目標数値　　 

 

　　　男性職員の育児等への参加促進に向けた取組を通じ、令和７年度までに、男性

職員の配偶者の出産休暇の取得率を１００％、育児参加休暇の取得率を８０％と

します。 

　　　（参考：平成３０年 

男性職員の配偶者の出産休暇の取得率　　９３．３％ 

　　　　　男性職員の育児参加休暇の取得率　　　　６６．７％）


